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おわりに  

本市の交流人口を拡大させるべく着地型観光の特徴・手法・意義について検討した。

最後に、重要なポイントについて再度提示して本稿の締めとしたい。 

 

＜着地型観光の留意点＞ 

・着地型観光は交流人口の拡大に有効かという点についてであるが、もちろん新たな集

客手段として有効なものであるといえる。しかしこの着地型観光は、未だ黎明期にあ

って、住民によるまちづくり型観光という特徴を有する新しい観光集客手段ではある

が、たちまちそれ単体で広く交流人口拡大がもたらされるわけではない。つまり、全

国的に有名な観光地ではなくまちの知名度も高くない草津において、着地型観光を取

り組むことによってのみ大きな交流拡大効果を期待することは難しい。 

 

＜ブランド化の視点＞ 

・本市で大きな交流人口の拡大を目指すためには、着地型観光にもう一つの視点を加え

なければならない。それは、観光マーケティングの手法であるブランド化の推進であ

る。全国的に有名な観光地でもなく知名度も高くない本市が、交流人口の拡大を図る

ため、“草津というまち全体についてのブランド化”の確立が望まれる。人々の目を

草津に向け足を運ばせるためには、まちの認知度を向上させ、外から見た草津が魅力

溢れるまちになっていなければならず、いかにして草津というまちにブランド力を持

たせることができるかが重要な鍵を握る。 

・本市がブランド化を果たすには、多くの時間と実践の積み重ねという地道な努力が必

要であるということに留意せねばならない。この“多くの時間と実践の積み重ねとい

う地道な努力”こそが、着地型による観光まちづくり活動だと捉えることができ、草

津市のブランド化へ向けた素地を創っていく作業過程として、着地型観光の取り組み

は大きな役割を果たすはずである。 

・ブランド化に向けた資源の展望としては、「草津川跡地」のこれからの活用法に期待

がされる。本市のブランド化では、現在ブランド力を備えていないのであれば、今あ

る物品・商品の利活用のみを考えるのではなく、新たな将来資源をこれから創造して

いくという視点が重要だと考えられる。この点から見たとき、本市のまちづくりの原

石である草津川跡地は、まさにこれから創造し展開していく将来資源といえる。その

意味において、ブランド化という視点を持ってその展開策を模索し、実践していくな

かで、まちのブランド化に資するシンボル的な存在へ育てていける可能性がある。 
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＜着地型観光の意義＞ 

・着地型観光を実践する意義の一つは、ブランド化への寄与にある。観光客が魅力を感

じるまちとなるためには、何よりも地域住民が自らの土地に愛着・誇りを持つことか

らはじめる必要がある。つまり、地域住民には着地型観光の中心的役割を担うことが

期待され、自分たちのまちをより魅力溢れるものにしていこうという気概と活動が積

み重なっていくなかでこそ、ブランド化への土台が形成されていくことになるからで

ある。 

・着地型観光に取り組むことは、住民が自らの手で地域のまちづくりを行うことに通じ

る。すなわち、着地型観光の実施を通して、住民が自らの地域の良さや課題を発見な

いし再確認できる契機となり、自らの居住する地域の再生や改善といった地域づくり

にもつながっていくということである。 

 

＜交流人口拡大に向けた着地型観光の展望＞ 

・“着地型観光は地域住民のまちづくり活動として展開されていく”ことが望ましいと

しても、当初からそれに期待し過ぎることは難しい。着地型観光への機運が生まれる

ためには、住民自身が、地域の抱える問題意識や観光まちづくりを行う意義を見出す

必要がある。そしてその先に、着地型観光の土台になっていける担い手が生まれ、本

当の意味で住民主導の観光まちづくり活動へと根付いていくことが期待される。 

・さらなる着地型観光の展望としては、推進体制（観光まちづくりプラットフォーム）

が確立して、観光まちづくりの活動と今地域に存在する多様な分野（例えば、歴史伝

統文化・商工業・農林水産業）の取組・蓄積が相互に絡み合い、その動きが地域の中

で循環していくことで、着地型の観光まちづくりが地域規模に拡がるとともに定着し

ていき、ひいては地域全体がブランド化していくことにつながることが望ましい。 

・着地型の観光まちづくりの取り組みによってまち全体のブランド化を果たし、さらな

る交流人口の拡大につなげることで、地域内消費活動の促進や雇用確保また収益構造

の確立などの経済価値へと結びつけることが最終的な目標ではあるが、そこに行き着

くまでには、まちづくりに時間がかかるのと同様、若しくはそれ以上に時間のかかる

作業となることを認識せねばならない。 

 

よって、交流人口の拡大のために考えうる有効な方策としては、草津市というまち全

体のブランド力の向上を意図し、その大きな方向に沿って漸進するため着地型観光を繰

り返し実践していくことが望ましい。 

以上、交流人口拡大に向けた着地型観光の検討についての結びとする。 
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※以下は本調査研究書の概要図である。 

 

交流人口の拡大

歴史伝統文化・商工産業・農林水産業等

地域経済の活性化

着地型観光

着地型による観光ま
ちづくりの実践を繰り
返しながら長い時間
をかけてブランド化へ
の土台を築いていく。

危機意識
の醸成

地域資源
の活用

観光マーケティ
ングの視点

草津市全体のブランド化 住民による地域のまちづくり

全体のまとめ図

・専門家・旅行
会社・行政等
による支援。

・観光まちづく
り活動を支え
ていける組織
体制(観光まち

づくりプラット
フォーム)によ
る事業推進

この先相互に連
携していくことが
望まれる。
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